
1枚目

選 択 肢

02. 事業性決済

04. 貯蓄／資産運用

05. 借入・ローン

07. 貿易取引

06. 外国送金及び送金受取
（除く貿易取引）

09. 1回あたり200万円超の現金
取引（出し入れ・現金振込等）

10. 外貨両替

11. 暗号資産（仮想通貨）利用

説 　 明

○事業または団体の活動に関わる各種代金等のお支払いやご入金等に利用される場合
○不動産収入（家賃・駐車場代等）や配当金のお受取り等に利用される場合

○ご預金や投資信託等による貯蓄及び資産運用を目的として利用される場合

C お取引目的

ご記入見本
犯罪収益移転防止法等により金融機関において所定のお取引を受付けた場合等、お取引目的等の記録および保管が義務付けられてい
ます。 ご申告いただけない場合、お取引をお断りすることがあります。また、本紙のお伺い事項について後日確認させていただくことが
あります。 ご申告内容に変更等がある場合は、速やかにお手続きをお願いいたします。ご理解・ご協力のほどよろしくお願いいたします。

○当行からのお借入れに利用される場合

○外国送金及び外国より送金された資金のご入金先として利用される場合

○外国との貿易取引に関わるお支払いやご入金に利用される場合

08. 貸金庫取引 ○貸金庫をご利用される方

○1回のお取引において、200万円を超える現金でのお支払いやご入金に利用される場合

○現金で両替される場合や外貨現金の入出金に利用される場合

○ビットコイン・イーサリアム等の仮想通貨の取扱業者等へのお支払いやご入金に利用される場合

本日の日付（記入日）をご記入ください。

対象の法人名・団体名をご確認ください。
※法人名・団体名の記載がない場合は、法人
名・団体名をご記入ください。代表者さまの
おなまえの記入は不要です。

株式会社のお客さまのみご記入ください。
無記名株式とは、株券に株主氏名が記載されて
いない株式です。

取引相手国や取扱商品、販売方法など具体的
な事業・業務内容をすべてご記入ください。

該当する事業内容（業種）がある場合、すべて
選択してください。

登記されている事業のうち、主たる事業内容
（業種）を1つ選択してください。
「318 特定目的会社（SPC）」を選択された方
は2枚目D（4）もご記入ください。

弊行とのお取引目的（今後の予定を含む）を
すべて選択してください。選択肢の詳細は下部
をご参照ください。
「07 貿易取引」を選択された方は2枚目E
（1）をご記入ください。「09 1回あたり200
万円超の現金取引（出し入れ・現金振込等）」
を選択された方はE（2）をご記入ください。

（1）設立国：法人設立時に登記を行った国を
ご記入ください。

（2）登記国：現在、本社または本店を登記して
いる国をご記入ください。

（3）本社所在国：本社または本店、主たる事業所
の国をご記入ください。

（4）主な活動場所：主に事業を行っている国を
1つご記入ください。

法人のお客さまの「実質的支配者」確認方法

実質的支配者が直接または間接に25％超の議決権を保有する例

実質的支配者B氏

法人のお客さまA社

法人C社【直接保有】
10％

（50％超保有）

【間接保有】
30％

合計40％の議決権を直接または間接に
保有するA社の実質的支配者
※法人C社は、実質的支配者B氏が議決権の
50％超を保有する支配法人

B氏は
・A社の議決権10％を直接保有
・法人C社を通じて議決権30％
を間接保有

法人の形態

（A）【資本多数決法人の場合】 （B）【資本多数決法人以外の法人の場合】

株式会社、有限会社、投資法人、
特定目的会社　等

合名会社、合資会社、合同会社、
一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、
学校法人、宗教法人、医療法人、社会福祉法人 等

【「実質的支配者」とは】
議決権の25％超を直接または間接に保有＊1する等、法人のお客さまの事業活動に支配的な影響力を有すると認め
られる個人の方をいいます＊2＊3。
犯罪収益移転防止法で定められる実質的支配者は、①～③の一番最初に該当した方になります。なお、当行とお取引いただ
いているお客さまにつきましては、以下①～③に該当する方すべてのご申告をお願いしております。また、当行では実質的支
配者に加え、取引の権限を有する方（当行にお届出印とともにご登録いただいている方）についてもお届けいただいています。

＊1間接保有とは、「議決権の50％超を保有する支配法人」を通じて保有していることをいいます（下記の例をご参照）。
＊2ほかに50％を超える議決権を保有する個人もしくは50％を超える配当・分配を受ける権利を有する個人がいる場合は、その個人
の方に確定します。病気等により、法人のお客さまを実質的に支配する意思または能力を有していない、または業務執行を行うこと
のできない個人の方は実質的支配者に該当しません。また、実質的支配者は個人の方となりますが、国、地方公共団体、上場企業と
その子会社は個人とみなします。

＊3実質的支配者に該当する方と法人のお客さまとの関係についても確認させていただきます。
＊4犯罪収益移転防止法では、資本多数決法人以外の法人の場合、①および②の方が実質的支配者になります。

□はい⇒当該個人の方
（3枚目H（1）にご記入ください）

□はい⇒当該個人の方
（3枚目H（1）にご記入ください）

①直接または間接に25％を超える議決権を
保有する方がいる。

①法人のお客さまの事業収益・事業財産の
25％を超える配当・分配を受ける権利を
有する方がいる。

該当有無に限らず、
②にお進みください

③法人を代表し、その業務を執行する方（代表取締役等）
（4枚目H（3）にご記入ください。①、②と同一の方の場合でもご記入ください。）

□はい⇒当該個人の方
（4枚目H（2）にご記入ください。ただし、①に該当する方と同一の方の場合はご記入不要です。）

②出資・融資・取引その他の関係を通じて事業活動に支配的な影響力を有すると認められる方がいる。
（例えば、大口債権者、会長、創業者等）

該当有無に限らず、③にお進みください

該当有無に限らず、
②にお進みください＊4
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2枚目

3枚目

経済制裁対象国・地域等とのお取引がある場合
や、資産・拠点がある場合、経済制裁対象者との
お取引がある場合は、直接・間接に関わらず、
すべての該当国・地域、対象者名をご記入くだ
さい。その他の地域や対象者名は「その他・
対象者名」を選択のうえ（　）内にご記入くだ
さい。
ご記入内容について、後日確認させていただく
ことがあります。

・Gで「A.資本多数決法人」「B.資本多数決法
人以外の法人」を選択された方はH（1）～（3）
をご記入ください。
・Gで「任意団体」を選択された方はH（3）をご
記入ください。

・H（1）に該当する方がいる場合は、おなまえ
（カナ・漢字・英字）、住居（居住国・所在国）、
国籍、生年月日・設立年月日、人格、保有割合
をご記入ください。
※「上場企業またはその子会社」、「国、地方公共
団体等」は個人とみなされます。実質的支配
者に該当する方としてご記入ください。

間接保有がある場合は、保有割合をご記入の
上、5枚目J「実質的支配者関係図」を、ご記入
ください。

取引商品が4種類以上ある場合は、上位3種
類をご記入ください。また、取引相手国が3カ
国以上ある場合は、主な国名2カ国をご記入
ください。
区分、決済方法、L/C又はD/P・D/Aを利用さ
れる背景について、該当するものすべて選択
してください。

直近の決算月の内容をご記入ください。

4枚目

5枚目

・3枚目・4枚目H（1）（2）（3）にご記入いただ
いた方や代理人届を提出いただいている方
以外で、取引の権限がある（当行にお届出印
とともにご登録いただいている）個人の方が
いる場合は、おなまえ（カナ・漢字・英字）、住
居（居住国）、国籍、生年月日、お客さまとの
関係、法人・団体内での役職等をご記入くだ
さい。
・該当する方が2名以上いらっしゃる場合は、
本紙をコピーのうえ、ご記入ください。

・3枚目H（1）と同一の方の場合はご記入不
要です。
・H（2）に該当する方がいる場合は、おなまえ
（カナ・漢字・英字）、住居（居住国・所在国）、
国籍、生年月日・設立年月日、人格、お客さまと
の関係・法人内での役職等をご記入ください。
※「上場企業またはその子会社」、「国、地方公
共団体等」は個人とみなされます。実質的
支配者に該当する方としてご記入ください。

・該当する方が4名以上いらっしゃる場合は、
本紙をコピーのうえ、ご記入ください。

法人の形態に関わらずご記入ください。
・3枚目H（1）、4枚目H（2）にご記入いただ
いた方と同一の場合もご記入ください。
・法人・任意団体を代表し、その業務を執行する
方の、おなまえ（カナ・漢字・英字）、住居（居住
国・所在国）、国籍、生年月日・設立年月日、人格、
お客さまとの関係、法人・団体内での役職等を
ご記入ください。
・該当する方が4名以上いらっしゃる場合は、
本紙をコピーのうえ、ご記入ください。

・3枚目H（1）で「間接保有割合」をご記入され
た方は、その方のおなまえ、支配法人の名称、
議決権の保有割合をご記入のうえ、該当の関
係者を実線で結んでください。
・該当する方が2名以上いらっしゃる場合は、本
紙をコピーのうえ、ご記入ください。
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2枚目

3枚目

経済制裁対象国・地域等とのお取引がある場合
や、資産・拠点がある場合、経済制裁対象者との
お取引がある場合は、直接・間接に関わらず、
すべての該当国・地域、対象者名をご記入くだ
さい。その他の地域や対象者名は「その他・
対象者名」を選択のうえ（　）内にご記入くだ
さい。
ご記入内容について、後日確認させていただく
ことがあります。

・Gで「A.資本多数決法人」「B.資本多数決法
人以外の法人」を選択された方はH（1）～（3）
をご記入ください。
・Gで「任意団体」を選択された方はH（3）をご
記入ください。

・H（1）に該当する方がいる場合は、おなまえ
（カナ・漢字・英字）、住居（居住国・所在国）、
国籍、生年月日・設立年月日、人格、保有割合
をご記入ください。
※「上場企業またはその子会社」、「国、地方公共
団体等」は個人とみなされます。実質的支配
者に該当する方としてご記入ください。

間接保有がある場合は、保有割合をご記入の
上、5枚目J「実質的支配者関係図」を、ご記入
ください。

取引商品が4種類以上ある場合は、上位3種
類をご記入ください。また、取引相手国が3カ
国以上ある場合は、主な国名2カ国をご記入
ください。
区分、決済方法、L/C又はD/P・D/Aを利用さ
れる背景について、該当するものすべて選択
してください。

直近の決算月の内容をご記入ください。

4枚目

5枚目

・3枚目・4枚目H（1）（2）（3）にご記入いただ
いた方や代理人届を提出いただいている方
以外で、取引の権限がある（当行にお届出印
とともにご登録いただいている）個人の方が
いる場合は、おなまえ（カナ・漢字・英字）、住
居（居住国）、国籍、生年月日、お客さまとの
関係、法人・団体内での役職等をご記入くだ
さい。
・該当する方が2名以上いらっしゃる場合は、
本紙をコピーのうえ、ご記入ください。

・3枚目H（1）と同一の方の場合はご記入不
要です。
・H（2）に該当する方がいる場合は、おなまえ
（カナ・漢字・英字）、住居（居住国・所在国）、
国籍、生年月日・設立年月日、人格、お客さまと
の関係・法人内での役職等をご記入ください。
※「上場企業またはその子会社」、「国、地方公
共団体等」は個人とみなされます。実質的
支配者に該当する方としてご記入ください。

・該当する方が4名以上いらっしゃる場合は、
本紙をコピーのうえ、ご記入ください。

法人の形態に関わらずご記入ください。
・3枚目H（1）、4枚目H（2）にご記入いただ
いた方と同一の場合もご記入ください。
・法人・任意団体を代表し、その業務を執行する
方の、おなまえ（カナ・漢字・英字）、住居（居住
国・所在国）、国籍、生年月日・設立年月日、人格、
お客さまとの関係、法人・団体内での役職等を
ご記入ください。
・該当する方が4名以上いらっしゃる場合は、
本紙をコピーのうえ、ご記入ください。

・3枚目H（1）で「間接保有割合」をご記入され
た方は、その方のおなまえ、支配法人の名称、
議決権の保有割合をご記入のうえ、該当の関
係者を実線で結んでください。
・該当する方が2名以上いらっしゃる場合は、本
紙をコピーのうえ、ご記入ください。
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1枚目

選 択 肢

02. 事業性決済

04. 貯蓄／資産運用

05. 借入・ローン

07. 貿易取引

06. 外国送金及び送金受取
（除く貿易取引）

09. 1回あたり200万円超の現金
取引（出し入れ・現金振込等）

10. 外貨両替

11. 暗号資産（仮想通貨）利用

説 　 明

○事業または団体の活動に関わる各種代金等のお支払いやご入金等に利用される場合
○不動産収入（家賃・駐車場代等）や配当金のお受取り等に利用される場合

○ご預金や投資信託等による貯蓄及び資産運用を目的として利用される場合

C お取引目的

ご記入見本
犯罪収益移転防止法等により金融機関において所定のお取引を受付けた場合等、お取引目的等の記録および保管が義務付けられてい
ます。 ご申告いただけない場合、お取引をお断りすることがあります。また、本紙のお伺い事項について後日確認させていただくことが
あります。 ご申告内容に変更等がある場合は、速やかにお手続きをお願いいたします。ご理解・ご協力のほどよろしくお願いいたします。

○当行からのお借入れに利用される場合

○外国送金及び外国より送金された資金のご入金先として利用される場合

○外国との貿易取引に関わるお支払いやご入金に利用される場合

08. 貸金庫取引 ○貸金庫をご利用される方

○1回のお取引において、200万円を超える現金でのお支払いやご入金に利用される場合

○現金で両替される場合や外貨現金の入出金に利用される場合

○ビットコイン・イーサリアム等の仮想通貨の取扱業者等へのお支払いやご入金に利用される場合

本日の日付（記入日）をご記入ください。

対象の法人名・団体名をご確認ください。
※法人名・団体名の記載がない場合は、法人
名・団体名をご記入ください。代表者さまの
おなまえの記入は不要です。

株式会社のお客さまのみご記入ください。
無記名株式とは、株券に株主氏名が記載されて
いない株式です。

取引相手国や取扱商品、販売方法など具体的
な事業・業務内容をすべてご記入ください。

該当する事業内容（業種）がある場合、すべて
選択してください。

登記されている事業のうち、主たる事業内容
（業種）を1つ選択してください。
「318 特定目的会社（SPC）」を選択された方
は2枚目D（4）もご記入ください。

弊行とのお取引目的（今後の予定を含む）を
すべて選択してください。選択肢の詳細は下部
をご参照ください。
「07 貿易取引」を選択された方は2枚目E
（1）をご記入ください。「09 1回あたり200
万円超の現金取引（出し入れ・現金振込等）」
を選択された方はE（2）をご記入ください。

（1）設立国：法人設立時に登記を行った国を
ご記入ください。

（2）登記国：現在、本社または本店を登記して
いる国をご記入ください。

（3）本社所在国：本社または本店、主たる事業所
の国をご記入ください。

（4）主な活動場所：主に事業を行っている国を
1つご記入ください。

法人のお客さまの「実質的支配者」確認方法

実質的支配者が直接または間接に25％超の議決権を保有する例

実質的支配者B氏

法人のお客さまA社

法人C社【直接保有】
10％

（50％超保有）

【間接保有】
30％

合計40％の議決権を直接または間接に
保有するA社の実質的支配者
※法人C社は、実質的支配者B氏が議決権の
50％超を保有する支配法人

B氏は
・A社の議決権10％を直接保有
・法人C社を通じて議決権30％
を間接保有

法人の形態

（A）【資本多数決法人の場合】 （B）【資本多数決法人以外の法人の場合】

株式会社、有限会社、投資法人、
特定目的会社　等

合名会社、合資会社、合同会社、
一般社団・財団法人、公益社団・財団法人、
学校法人、宗教法人、医療法人、社会福祉法人 等

【「実質的支配者」とは】
議決権の25％超を直接または間接に保有＊1する等、法人のお客さまの事業活動に支配的な影響力を有すると認め
られる個人の方をいいます＊2＊3。
犯罪収益移転防止法で定められる実質的支配者は、①～③の一番最初に該当した方になります。なお、当行とお取引いただ
いているお客さまにつきましては、以下①～③に該当する方すべてのご申告をお願いしております。また、当行では実質的支
配者に加え、取引の権限を有する方（当行にお届出印とともにご登録いただいている方）についてもお届けいただいています。

＊1間接保有とは、「議決権の50％超を保有する支配法人」を通じて保有していることをいいます（下記の例をご参照）。
＊2ほかに50％を超える議決権を保有する個人もしくは50％を超える配当・分配を受ける権利を有する個人がいる場合は、その個人
の方に確定します。病気等により、法人のお客さまを実質的に支配する意思または能力を有していない、または業務執行を行うこと
のできない個人の方は実質的支配者に該当しません。また、実質的支配者は個人の方となりますが、国、地方公共団体、上場企業と
その子会社は個人とみなします。

＊3実質的支配者に該当する方と法人のお客さまとの関係についても確認させていただきます。
＊4犯罪収益移転防止法では、資本多数決法人以外の法人の場合、①および②の方が実質的支配者になります。

□はい⇒当該個人の方
（3枚目H（1）にご記入ください）

□はい⇒当該個人の方
（3枚目H（1）にご記入ください）

①直接または間接に25％を超える議決権を
保有する方がいる。

①法人のお客さまの事業収益・事業財産の
25％を超える配当・分配を受ける権利を
有する方がいる。

該当有無に限らず、
②にお進みください

③法人を代表し、その業務を執行する方（代表取締役等）
（4枚目H（3）にご記入ください。①、②と同一の方の場合でもご記入ください。）

□はい⇒当該個人の方
（4枚目H（2）にご記入ください。ただし、①に該当する方と同一の方の場合はご記入不要です。）

②出資・融資・取引その他の関係を通じて事業活動に支配的な影響力を有すると認められる方がいる。
（例えば、大口債権者、会長、創業者等）

該当有無に限らず、③にお進みください

該当有無に限らず、
②にお進みください＊4
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